
委員会活動

　ワークショップの問いに自身を照らし合わせ微笑む参加者

　三重大学の特許出願の実例に取り組む参加者
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第３回経済委員会

日　時：１月24日（金）
場　所：名古屋栄ビル
参加者：委員長の水野副会長をはじめ30名
今回は、提言書「令和新時代に求められる経済

政策 ～平成の教訓を踏まえた骨太の問題提起～」
の原案について最終審議を行った。
委員からは、「平成30年間

の日本経済の全体をまとめて
あり分かりやすい」「令和にお
ける経済団体としての問題提
起をしている点が良い」「令和
では、企業の活動として社内
起業家の本格的な育成や人
事評価制度の見直しが必要ではないか」といった
提言書に対する評価や令和の課題に関する発言
など、多数の意見が出された。
今回の委員会で出された意見を踏まえた上で
修正案を取りまとめ、２月度の正・副会長会および
総合政策会議に上程することとした。

（調査部　山口 大樹）

第３回人材育成委員会

日　時：１月30日（木）
場　所：中経連大会議室
参加者：委員長の神野副会長をはじめ28名
神野委員長の挨拶に続き、事務局より「学生と
若手社員のフォ－ラムの試行」の準備状況につい
て報告を行った。その後、事務局が討議用に準備
した「中部圏が向き合うべき人材育成・雇用に関
する課題・取り組みについて」（骨子案）をもとに
「労働市場の見方や課題の全体像」の整理に向け
た意見交換を行った。
委員からは、「今後、当地の産業構造がどのよう

に変化していくのかを見極め、その視点で人材育

成を考えていくこと
が必要」「数多くの
課題があり優先順
位をつける必要が
ある中、採用が一
番の課題」「働き方
が多様化し、仕事
が高度化する中

で、会社の制度や人事評価制度などトータルに変
えていくことも必要」などの意見が出された。
続いて、（株）リクルートホールディングス リクルー

トワークス研究所主任研究員の中村天江氏を講
師に迎え、「テクノロジーと共に進化するWork 
Model」と題する講演会を行った。中村氏は、「環
境が変化する中、人材育成のあり方が変わってき
ている。会社は、個人に成長の機会と将来の展望
を提供していくことが特に重要」と述べた。
今後は、中部圏が目指すべきシナリオと、中経連

として取り組む課題を取りまとめ、具体的なアク
ションにつなげていく。

（企画部　鈴木 裕彦）

第48回Next30産学フォーラムneo

日　時：２月３日（月）
場　所：ナゴヤ イノベーターズ ガレージ
参加者：32名
今回は、愛知大学経営学部准教授の冨村圭氏

および三重大学地域イノベーション推進機構准
教授・知的財産統括室副室長の狩野幹人氏によ
る講演とワークショップを行った。
冨村氏は、「ファイナンス理論に基づいた個人の

資産運用」と題して、金融庁のワーキング・グルー
プが発表した報告、いわゆる「老後2,000万円問
題」について、公的年金制度とそれを補完する私
的年金制度を概観することで、必要額とされる
「2,000万円」は、個々人の状況によって必ずしも

当てはまらないことを説明した。また、ＯＥＣＤの調
査によると日本人の金融リテラシーは低く「金融知
識」も十分とは言えない状況の中で、伝統的なファ
イナンス理論と行動ファイナンスの概要説明がな
され、参加者はワークショップを通じてその違いを
体験した。
狩野氏は、「知財の『ち』～イノベーションの第

一歩 特許登録～」と題して、特許制度の目的は発
明の保護だけでなく、発明の利用促進であり、特
許出願後に内容が公開されることで利用促進に
寄与し、それが産業の発達につながると説いた。
権利の保護が目
的と理解してい
た多くの参加者
は、特許制度は
イノベーションを
推進するための
ツールという新
たな学びを得
た。また、ワークショップでは、実際に三重大学が
特許を出願し最終的に勝ち取った事例を用いて、
特許申請の難しさや、視点を変えることで申請が
通ることもあることなどを学んだ。

（イノベーション推進部　美保 美恵）

中経連

ウズベキスタン大使 表敬訪問

１月17日（金）、ウズベキスタン特命全権大使の
ガイラト・ガニエヴィチ・ファジーロフ氏が中経連を
訪れ、小川専務理事以下幹部と懇談した。主な発言
は以下のとおり。

ファジーロフ大使（写真：右側中央）
就任３年目の現大統領が行ってきたさまざまな

政治・経済改革により、ウズベキスタンのＧＤＰ成
長率は2019年が5.5％、2020年は5.8％を予測し
ている。国民の収入や消費は増加傾向にあり、産
業ではサービス、建設を中心にあらゆる分野が活
性化し、今後も継続的な成長が見込まれる。
わが国は中央アジアの国々で最大の人口（3,300
万人）を有し、今後は周辺国も含めた１億人市場
のハブとしてさらなる活性化を図っていきたい。
昨年12月には、名古屋市とタシケント市が観
光・文化交流の分野におけるパートナー都市協定
を締結した。これを機に、中部圏とは多分野にわた
る交流を進めていきたく、ご支援・ご協力をお願い
したい。
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　講演いただいた杉本氏
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小川専務理事
ウズベキスタンは急速な発展を遂げており、あら
ゆる分野で社会的に注目が集まってきている。今
回の名古屋市との協定により、お互いの関心が高
まり、中部圏との親交がより一層深まることを願う。
その実現のためにも、ウズベキスタン－セントレア
間の直行便就航を期待する。
観光、文化、経済など、ウズベキスタンの情報を

積極的に中部圏へ発信することから協力してい
きたい。

（国際部　平山 りえ）

公正取引委員会による講演会

１月22日（水）、中経連は公正取引委員会委員長
の杉本和行氏を講師に迎え、「デジタル時代の競
争政策」と題する講演会を名古屋市内にて開催
し、約70名が参加した。

杉本氏は冒頭、「企業は
イノベーションにより新製品
や事業を創出し、需要を増
大させる必要がある。そし
て、自由で公正な競争の阻
害要因を排除し、企業がイ
ノベーションを起こしやすい
環境を整えることが我々の

ミッションである」と企業によるイノベーションの重
要性、公取委の考える競争政策のあり方を述べた。
直面する課題への対応として、経済のデジタル

化に対する競争環境の整備をあげた。プラット
フォーム企業の活動領域がeコマース、金融、モビ
リティと業種の壁を越えて広がり、消費者に大きな
利益をもたらしているが、一部企業にデータが集中
し、市場を独占しやすくなる特徴がある。そのため、
市場支配力を背景とした不当なデータの収集・利
用、取引相手に対する不公正な取引、利用者への
優越的地位の濫用の問題などが懸念されている。

これらの問題に対し、独占禁止法上問題となっ
た具体的事例や、国会提出が予定されている
「デジタル・プラットフォーマー取引透明化法案」
の検討経緯の紹介などを行い、公取委の考え方を
示した。また、利用者の個人情報を本人の意図し
ない不当な利用から保護した上で、「データを公共
財として位置づけ、データへのアクセス・移転・開
放ルールを整備していくことが我々のこれからの
重要な課題である」と述べた。

（調査部　加藤 達郎）

常任政策議員会議

１月28日（火）、中経連は常任政策議員会議を
名古屋市内にて開催し、2020年度事業計画案に
ついて審議を行った。参加者からの主な意見は以
下のとおり。
●医療分野にイノベーションを活用することによ
り、新しい産業やビジネスチャンスが生まれる。
中部圏戦略会議を横串に、健康産業を縦串とし
て、中部圏がどう立ち向かうか検討すべき。

●昨年の台風災害で、首都圏インフラの脆弱性と
その影響の大きさがわかった。中部圏の果たす
役割として、リニア中央新幹線の開業を契機とし
た首都機能の分散や補完の必要性を訴える良
い時期だと考える。

●観光資源の整備などで民間の活力を引き出すに
は、行政面での一層の規制緩和が必要。
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　講演いただいた中山氏
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小川専務理事
ウズベキスタンは急速な発展を遂げており、あら
ゆる分野で社会的に注目が集まってきている。今
回の名古屋市との協定により、お互いの関心が高
まり、中部圏との親交がより一層深まることを願う。
その実現のためにも、ウズベキスタン－セントレア
間の直行便就航を期待する。
観光、文化、経済など、ウズベキスタンの情報を

積極的に中部圏へ発信することから協力してい
きたい。

（国際部　平山 りえ）

公正取引委員会による講演会

１月22日（水）、中経連は公正取引委員会委員長
の杉本和行氏を講師に迎え、「デジタル時代の競
争政策」と題する講演会を名古屋市内にて開催
し、約70名が参加した。

杉本氏は冒頭、「企業は
イノベーションにより新製品
や事業を創出し、需要を増
大させる必要がある。そし
て、自由で公正な競争の阻
害要因を排除し、企業がイ
ノベーションを起こしやすい
環境を整えることが我々の

ミッションである」と企業によるイノベーションの重
要性、公取委の考える競争政策のあり方を述べた。
直面する課題への対応として、経済のデジタル

化に対する競争環境の整備をあげた。プラット
フォーム企業の活動領域がeコマース、金融、モビ
リティと業種の壁を越えて広がり、消費者に大きな
利益をもたらしているが、一部企業にデータが集中
し、市場を独占しやすくなる特徴がある。そのため、
市場支配力を背景とした不当なデータの収集・利
用、取引相手に対する不公正な取引、利用者への
優越的地位の濫用の問題などが懸念されている。

これらの問題に対し、独占禁止法上問題となっ
た具体的事例や、国会提出が予定されている
「デジタル・プラットフォーマー取引透明化法案」
の検討経緯の紹介などを行い、公取委の考え方を
示した。また、利用者の個人情報を本人の意図し
ない不当な利用から保護した上で、「データを公共
財として位置づけ、データへのアクセス・移転・開
放ルールを整備していくことが我々のこれからの
重要な課題である」と述べた。

（調査部　加藤 達郎）

常任政策議員会議

１月28日（火）、中経連は常任政策議員会議を
名古屋市内にて開催し、2020年度事業計画案に
ついて審議を行った。参加者からの主な意見は以
下のとおり。
●医療分野にイノベーションを活用することによ
り、新しい産業やビジネスチャンスが生まれる。
中部圏戦略会議を横串に、健康産業を縦串とし
て、中部圏がどう立ち向かうか検討すべき。

●昨年の台風災害で、首都圏インフラの脆弱性と
その影響の大きさがわかった。中部圏の果たす
役割として、リニア中央新幹線の開業を契機とし
た首都機能の分散や補完の必要性を訴える良
い時期だと考える。

●観光資源の整備などで民間の活力を引き出すに
は、行政面での一層の規制緩和が必要。

●中経連が出した提言にもとづく取り組みの成果
について、会員に説明する必要がある。その成果
から次の課題につながっていくサイクルが「見え
る化」されると良い。
なお、本会議で出された意見の反映など、事業
計画案の取りまとめについては、豊田会長および
議長を務めた中西副会長に一任され、２月度正・
副会長会での議論を経て、３月度理事会・総合政
策会議に諮ることとした。

（総務部　伊藤 康隆）

サイバーリスク講演会

２月３日（月）、中経連は総合政策会議におい
て、 （独）情報処理推進機構 産業サイバーセキュ
リティーセンターの中山顕氏を講師に迎え、「我
が国の重要インフラにおけるサイバーリスクにどう
向き合うべきか」と題する講演会を開催した。
中山氏は、組織に対す

る情報セキュリティの10大
脅威において、標的型攻
撃による被害が約10年に
わたり１位を占めているこ
とや、2017年以降は制御
システムへのウイルス感染
や不正アクセスなどのサイ
バー攻撃が増加している現状を、いくつかの事例
をあげて解説した。
さらに、制御システムのセキュリティ被害の主
な原因は、①ＵＳＢメモリ、②リモートメンテナン
ス回線、③操作端末の入れ替え・保守用端末の
管理、④内部犯行・工業用無線ＬＡＮなど、４つ
に分類されることを示すとともに、「多くの企業で
これらの対策があまり意識されておらず、端末や
制御システムの大多数は脆弱性が修正されてい
ない。そのため、工場ラインの停止や設備損壊な
ど、企業が甚大な損失を被る可能性が高まって

いる」と危機感を述べた。
（総務部　櫻井 景子）

定例記者会見

２月３日（月）、中経連は総合政策会議終了後、
豊田会長の定例記者会見を行った。
はじめに、同日開催の会長・副会長選考委員会
にて水野副会長が次期会長候補者として内定し、
豊田会長が６月２日の定時総会をもって退任する
ことを発表した。豊田会長は、「『自ら声をあげス
ピード感をもって行動する』を基本姿勢に、副会長
の皆さんとともに活動量を増やしてきた」と４年間
を振り返り、会員・関係者への感謝を述べるととも
に、次期会長へ「しっかり応援するので頑張ってい
ただきたい」とエールを送った。水野副会長は、「豊
田会長が築かれた基盤を発射台に、会員間の相互
連携をさらに強め、企業活動のダイナミズムを高め
たい」と抱負を語った。
続いて、経済委員会の提言書「令和新時代に求

められる経済政策」（本誌２～３ページ参照）を公表
し、委員長を務める水野副会長が、テーマ選定の
経緯と基本的考え方について説明した。平成経済
の徹底した反省と教訓を踏まえた上で、令和新時
代の経済政策を考える必要性を訴え、「提言書が
経済財政政策、経済社会構造、企業経営のあり方
について、産学官の各方面で自由で骨太の議論が
沸きあがるきっかけとなることを期待する」と述べた。

（総務部　奥田 知子）


